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食料・農業・農村をめぐる情勢

0

消費者や実需者のニーズに即した施策
食料安全保障の確立と農業・農村の重要性についての
国民的合意の形成
農業の持続性確保に向けた人材の育成・確保と生産
基盤の強化に向けた施策の展開
スマート農業の加速化と農業のデジタルトランスフォー
メーションの推進
地域政策の総合化と多面的機能の維持・発揮
災害や家畜疾病等、気候変動といった農業の持続性を
脅かすリスクへの対応強化
農業・農村の所得の増大に向けた施策の推進
SDGsを契機とした持続可能な取組を後押しする施策

食料自給率の目標
目標・展望等

食料・農業・農村基本計画（令和２年３月）

「産業政策」と「地域政策」を車の両輪として
推進し、将来にわたって国民生活に不可欠な
食料を安定的に供給し、食料自給率の向上と
食料安全保障を確立

食料自給力指標（食料の潜在生産能力）
農地面積に加え、労働力も考慮した指標を提示。また、新たに2030年の見通しも提示

基本的な方針

【カロリーベース】 37％ (2018) → 45％ (2030)
(食料安全保障の状況を評価)

【飼料自給率】 25％ (2018) → 34％ (2030)
【食料国産率】 飼料自給率を反映せず、国内生産の状況を評価するため新たに設定
<カロリーベース> 46％(2018) → 53％(2030) ＜生産額ベース＞69％(2018)→79％ (2030)

○ 担い手の育成・確保
（法人化の加速化、経営基盤の強化、経営継承、新規就農と定着促進 等）

○ 多様な人材や主体の活躍
（中小・家族経営、農業支援サービス 等）

○ 農地集積・集約化と農地の確保
（人・農地プランの実質化、農地中間管理機構のフル稼働 等）

○ 農業経営の安定化
（収入保険制度や経営所得安定対策等の着実な推進 等）

○ 農業生産基盤整備
（農業の成長産業化と国土強靱化に向けた基盤整備）

○ 需要構造等の変化に対応した生産基盤の強化と
流通・加工構造の合理化

（品目別対策、農作業等安全対策の展開 等）
○ 農業生産・流通現場のイノベーションの促進

（スマート農業の加速化、デジタル技術の活用推進 等）
○ 環境政策の推進

（気候変動への対応、有機農業の推進、自然循環機能の維持増進 等）

○新たな価値の創出による需要の開拓
○グローバルマーケットの戦略的な開拓

（農林水産物・食品の輸出額：5兆円を目指す(2030))
○消費者と食・農とのつながりの深化
○食品の安全確保と消費者の信頼の確保
○食料供給のリスクを見据えた総合的な食料安全保障の確立
○TPP等新たな国際環境への対応、今後の国際交渉への戦略

的な対応

２. 農業の持続的な発展

○地域資源を活用した所得と雇用機会の確保
（複合経営、地域資源の高付加価値化、地域経済循環 等）

○中山間地域等をはじめとする農村に人が住み続けるための条
件整備
（ビジョンづくり、多面的機能の発揮、鳥獣被害対策 等）

○ 農村を支える新たな動きや活力の創出
（地域運営組織、関係人口、半農半Ｘ等のライフスタイル 等）

○上記施策を継続的に進めるための関係府省で連携した仕組
みづくり

講ずべき施策

４. 東日本大震災からの復旧・復興と大規模自然災害への対応

５. 団体に関する施策
６. 食と農に関する国民運動の展開等を通じた国民的

合意の形成

１. 食料の安定供給の確保

施策推進の基本的な視点

7. 新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな感染症への
対応

○ 食料・農業・農村基本法（平成11年7月制定）に基づき策定
○ 今後10年程度先までの施策の方向性等を示す、農政の中長期的な
ビジョン

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
※ おおむね5年ごとに見直し

国内外の環境変化

生産基盤の脆弱化
農業就業者数や農地面積の大幅な減少

①国内市場の縮小と海外市場の拡大
・人口減少、消費者ニーズの多様化

②TPP11、日米貿易協定等の新たな国際環境
③頻発する大規模自然災害、新たな感染症
④CSF(豚熱)の発生・ASF(アフリカ豚熱)への対応

農政改革の着実な進展
農林水産物・食品輸出額
4,497億円(2012) → 9,121億円(2019)

生産農業所得 2.8兆円(2014) → 3.5兆円(2018)
若者の新規就農
18,800人/年(09～13平均）→ 21,400人/年(14～18平均)

＜生産努力目標＞
課題が解決された場合に、
主要品目ごとに2030年に
おける実現可能な国内の
農業生産の水準を設定

【生産額ベース】 66％ (2018) → 75％ (2030)
(経済活動の状況を評価)

【基本計画と併せて策定】
農地の見通しと確保

(2030)
見通し：414万ha 
すう勢：392万ha

(2015)
208万人

農業経営の展望
① 37の経営モデルを提示
② 小規模でも安定的な経営を行い農地

維持等に寄与する事例を提示

(2030)
展 望：140万人
すう勢：131万人

※これまでの傾向が続いた場合

※施策を講じない場合

農業構造の展望
（農業労働力の見通し）

(2019)
439.7万ha

～ 我が国の食と活力ある農業・農村を次の世代につなぐために ～

これまでの食料・農業・農村基本計画

３. 農村の振興

施策の推進に必要な事項
①国民視点・現場主義に立脚、②EBPMの推進・「プロジェクト方式」による進捗管理、③効果的・効率的な施策の推進、 ④行政手続のデジタルトランスフォーメーション、
⑤幅広い関係者・関係府省との連携、⑥SDGsに貢献する環境に配慮した施策の推進、⑦財政措置の効率的・重点的運用
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○ 令和２年に食料・農業・農村基本計画を策定し、令和12年度における生産努力目標を設定。
○ 小麦については76万トン（平成30年度実績）から108万トンに、大麦・はだか麦は17万トン（平成30年度実績）から23万ト

ンに生産を拡大することとした。

○ 令和12年度における食料消費の見通し及び生産努力目標

食料・農業・農村基本計画における麦の生産努力目標

克服すべき課題

品目別自給率生産努力目標

食料消費の見通し

品目

国内消費仕向量
1人・1年当たり

消費量

（％）(万トン）(万トン）(kg／人.年）

令和12
年度

平成30
年度

令和12
年度

平成30
年度

令和12
年度

平成30
年度

令和12
年度

平成30
年度

○国内産小麦の需要拡大に向けた品質向上と安定供給
○耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進
○団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化やスマート農業
の活用による生産性の向上
○ほ場条件に合わせて単収向上に取り組むことが可能な環境の整備

1912108765796513132小麦

○国内産大麦・はだか麦の需要拡大に向けた品質向上と安定供給
○耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進
○団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化やスマート農業
の活用による生産性の向上
○ほ場条件に合わせて単収向上に取り組むことが可能な環境の整備

12923171961980.30.3
大麦・
はだか麦
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○ 小麦、大麦・はだか麦の単収の推移

資料：作物統計

○ 主な地域の小麦の単収（R5、R6年産）

麦の作付面積・生産量

（単位：kg／10a)
（kg／10a)

資料：作物統計資料：作物統計

資料：作物統計

【大麦・はだか麦】【小麦】

○ 小麦の作付面積は近年増加しており、収穫量も増加傾向。令和６年においては102.3万トンとなっている。
○ 大麦の作付面積はほぼ横ばいで推移しており、収穫量は天候不順となった令和６年産を除き約23万トンで推移している。
〇 単収は収穫期の降雨等の天候の影響を受けやすく、年次変動が大きい。
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一経営体
当たり面積
（ha）

作付面積（ha）作付経営体数
（経営体）

9.757%119,17940%12,261北海道
4.843%89,48560%18,715都府県
4.13%6,6285%1,624東北
3.810%20,70317%5,402関東・東山
2.20%5081%228北陸
6.17%15,3038%2,517東海
3.94%8,5637%2,174近畿
3.41%2,4182%714中国
3.91%2,4072%610四国
6.116%32,94118%5,437九州
1.60%140%9沖縄
6.7100%208,664100%30,976計

一経営体
当たり面積
（ha）

作付面積（ha）作付経営体数
（経営体）

4.43%1,8853%431北海道
4.697%59,09097%12,844都府県
6.72%1,3161%196東北
3.727%16,25833%4,397関東・東山
5.115%9,12313%1,788北陸
1.51%7374%486東海
4.03%1,7313%436近畿
5.37%4,1236%779中国
4.05%2,8705%717四国
5.738%22,93030%4,044九州
1.00%10%1沖縄
4.6100%60,975100%13,275計

資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体と作付面積 資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体と作付面積

麦の生産者数・作付規模

○ 麦の作付経営体数は、直近10年間で約３割減少し、小麦は3.1万経営体、大麦では1.3万経営体となった。
○ 一方で、１経営体当たりの作付面積は、小麦で1.5 倍、大麦で1.6 倍に拡大している。

○ 麦の作付経営体数の推移
（単位：千経営体）

資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体数と作付面積
注：平成17年までは販売農家

○ 地域別小麦作付経営体数と作付面積（R2） ○ 地域別大麦作付経営体数と作付面積（R2）

○ H22年とR2年の作付経営体数、作付面積の比較

資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体と作付面積

R2H27Ｈ22Ｈ17Ｈ12
1,0281,3301,6311,9632,337販売目的の農業経営体数

3138468691うち小麦作付経営体数
1315193540うち大麦作付経営体数

R2/H22R2H27H22
67%30,97637,69446,202作付経営体数(経営体）

小
麦 103%208,664207,149202,844作付面積（ha）

153%6.75.54.4１経営体当たり面積（ha）

69%13,27515,19219,372作付経営体数(経営体）
大
麦 107%60,97455,92556,763作付面積（ha）

157%4.63.72.9１経営体当たり面積（ha）
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(円） うち物財費 うち労働費 作付面積(ha) 収穫量（ｔ）

H２年産 64,679 39,924 10,454 9,624 8.59 403 1.31 260,400 951,500

H7年産 62,462 38,473 10,848 10,757 6.54 349 1.71 151,300 443,600

H12年産 62,359 39,484 9,997 9,065 6.14 413 2.08 236,600 688,200

H17年産 60,941 41,280 8,606 8,256 5.59 441 2.64 268,300 874,700

H22年産 58,415 43,618 5,695 11,243 3.68 313 6.75 206,900 571,300

H27年産 63,764 50,063 5,784 7,023 3.66 545 7.37 213,100 1,004,000

H29年産 63,263 48,916 6,015 7,849 3.62 483 7.49 212,300 906,700

H30年産 61,041 47,242 5,866 9,572 3.44 383 7.83 211,900 764,900

R1年産 67,426 52,065 6,332 7,465 3.55 542 7.99 211,600 1,037,000

R2年産 67,348 52,811 6,281 8,180 3.50 495 8.13 212,600 949,300

R3年産 67,967 53,779 5,959 7,258 3.43 562 8.65 222,000 1,097,000

R4年産 69,551 55,151 5,935 8,804 3.41 475 8.79 227,300 993,500

参考（作物統計）
区　分

全算入生産費
（60kg当たり）

10ａ当たり労働
時間

10ａ当たり主産
物数量（kg）

１経営体当たり
作付面積(ha）

10ａ当たり全算入生産費

肥料費
10,445 農業薬剤費

5,618 
光熱動力費

2,565 

種苗費
3,664 

自動車費, 
1,574 

農機具費
11,092 

賃借料等
15,747 

建物費
1,223 

その他物財費
322335.7

80.2 79 79 80 82
90
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107
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○ 小麦の物財費の内訳（10a当たり R４年産）

○ 小麦の10a当たり生産費は６万円台で推移している。
○ 労働時間の短縮により労働費は減少しているものの、肥料費や賃借料の上昇により物財費は増加傾向にある。

資料：農業経営統計調査 麦類生産費

資料：農業経営統計調査 麦類生産費調査対象農家の生産概況・経営概況（調査対象経営体は小麦を10ａ以上作付けし、販売する個別経営体）

資料：農産物価統計調査

○ 農業生産資材価格指数の推移 （H27:100)

小麦の生産費

物財費
55,151円
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○ 小麦の10a当たり作業時間は作業の機械化の進展により大きく減少している。
○ 担い手への集積が進んでおり、10ha以上の経営規模の作付シェアは64％（R2）まで増加した。
○ 大規模層への集積が急速に進展する一方で、農地の分散による作業負担の増加といった弊害が発生している。

小麦の10a当たりの労働時間

3.28

3.23

6
(時間）

資料：農産物生産費統計
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〇経営規模別作付面積のシェアの推移

資料：農林業センサス
注：平成17年までは販売農家、平成22年からは経営体の規模別作付面積のシェアの推移

〇小麦の10ａ当たりの直接労働時間の推移（全国平均） （単位：時間）

3.32

3.21

資料：農業経営統計調査
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〇 直接労働時間（R４ 3.18時間/10a）の内訳

資料：農業経営統計調査

○10a当たり労働時間（令和４年産）
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小麦

大豆

てんさい

原料用ばれいしょ

水稲



○ 麦の作付面積の約半数を北海道が占めている。
○ 北海道では４分の３が畑地で栽培されているのに対し、都府県では９割が水田での作付けとなっている。

資料：作物統計
注：近畿の畑作のＸは個人等の秘密保持のため数値が公表されていないことを示す。

東北
関東・
東山

全国
北海道

北陸

令和５年産４麦の作付面積（単位：ha）

東海

近畿
九州

中国・
四国

都府県

麦の地域別作付面積と田畑の割合

○ 作付面積に占める各産地の割合（令和５年産）

資料：麦類生産費統計、作物統計

北海道
57%

北海道
3%

東北
3%

東北
3%

北陸
0%

北陸
17%

関東・東山
9%

関東・東山
26%

東海
8%

東海
0%

近畿
4%

近畿
3%

中国・四国
3%

中国・四国
9%

九州
16%

九州
37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小麦

大麦・

はだか麦

7

田作
36,400 

27%

畑作
97,700 

73%

田作
32,800 

85%

畑作
5,570 
15%

田作
10,900 
100%

畑作
0 

0%

田作
18,000 
100%

畑作
0 

0%

田作
11,400 
100%

畑作
Ｘ

田作
12,24

0 
100%

畑作
224
0%

田作
60,000 

97%

畑作
1,600 

3%

田作
152,700 

94%

畑作
8,970 

6%

田作
189,100 

64%

畑作
106,600 

36%

田作
7,400
88%

畑作
1,010 
12%

シェア作付面積地域
45%134,100北海道
3%8,410東北
4%11,200北陸

13%38,300関東・東山
6%18,200東海
4%11,400近畿
4%12,420中国・四国

21%61,600九州
55%161,700都府県

100%295,700全国



○ 麦は、北海道畑作においては輪作体系を支える基幹作物、都府県においては水田作の水稲の裏作作物、稲・麦・
大豆の２年３作作物として、各産地の作付体系を維持する上で重要な作物となっている。

各地域における麦類の作付体系

資料：農林水産省穀物課調べ

東 海
作付体系：水田作（稲ー麦ー大豆、麦、稲ー麦）
主な麦種：小麦

関 東
作付体系：水田作（稲ー麦、麦、大豆ー麦、

稲ー麦ー大豆）
畑作（麦）

主な麦種：小麦、二条大麦、六条大麦

東 北
作付体系：水田作（麦、稲ー麦ー大豆、大豆ー麦）
主な麦種：小麦、六条大麦

北 陸
作付体系：水田作（ 麦、稲ー麦ー大豆、大豆－麦）
主な麦種：六条大麦

四 国
作付体系：水田作（稲ー麦、麦）
主な麦種：小麦、はだか麦

中 国
作付体系：水田作（稲ー麦、稲ー麦ー大豆）
主な麦種：小麦、二条大麦

九 州
作付体系：水田作（稲ー麦、大豆ー麦）
主な麦種：小麦、二条大麦、はだか麦

北 海 道
作付体系：畑作（小麦ーてん菜ー豆類ー馬鈴しょ、

小麦ーてん菜ー馬鈴しょ）
水田転作（麦）

主な麦種：小麦

近 畿
作付体系：水田作（稲ー麦ー大豆、麦）
主な麦種：小麦、六条大麦

8



○ 播種や収穫作業は、梅雨や秋台風の時期に重なるため、天候の影響により他品目との作業競合が起こりやすく、単収
減少の原因となる。

○ 収穫期が降雨時期に当たることから、収量や品質の変動が大きい。収量・品質の安定化が課題。

単収・品質の安定化への課題（作業競合・気象要因）

上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　
水稲　 田植え 収穫
麦類 収穫 播種
大豆 播種 収穫

12月 １～３月

九州地方

（福岡県）

４月 ５月　 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　
水稲　 田植え 収穫
小麦 収穫 播種
大豆 播種 収穫

７月 ８月

東海地方

（愛知県）

４月 ５月　 ６月 ９月 10月 11月 12月 １～３月

上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　 上 中 下　
水稲　 田植え 収穫
六条大麦 収穫 播種
大豆 播種 収穫

12月 １～３月

北陸地方

（富山県）

４月 ５月　 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

秋台風や秋雨前線の影響で、米の収
穫が後ろ倒しになる他、大麦の播種や
大豆の収穫作業が遅れる。

梅雨 秋台風等

梅雨の時期に麦の収穫と大豆の播種が
重複。適期に作業が行えなくなる。

梅雨の影響で小麦の収穫が
後ろ倒しになり、後作の大豆
の播種作業が遅れる。

梅雨の時期に、麦類の収穫、田植え及び
大豆の播種が重複するため、小麦の収穫
や大豆の播種作業が遅れることがある。

秋台風の影響で、米の収穫が後ろ
倒しになり、適切な時期に播種及び
収穫が行われない。

秋台風や秋雨前線の影響で、米の収穫
が後ろ倒しになること等により、大豆の収
穫や麦類の播種に影響が出る。 9



９月 10月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

秋まき小麦

春まき小麦

ばれいしょ

小　麦

大　豆

小豆

てん菜

収穫期植付期 肥大期生育初期

（出芽期） （越冬期）

播種期 収穫期

収穫期播種期 生育初期

生育初期 成熟期出穂・開花期

成熟期出穂・開花期

（出芽期）

直播：播種期

移植期

収穫期肥大期
生育初期

移植：

播種期

播種期 収穫生育初期 成熟期肥大期開花期

播種期 収穫生育初期

成熟期

肥大期

開花期

（出芽期）

発生面積等（北海道の例）発生年次
雪腐病：41,179ha
眼紋病：3,187ha平成29年

なまぐさ黒穂病：1,000ha超平成28年
縞萎縮病：５１市町村で発生を確認平成24年

○ 適切な輪作がなされず１つの作物に偏った経営になっていると、リスク分散が図られず、連作障害や災害による被害を
受けやすくなる。

○ 連作によって懸念される小麦の病害

なまぐさ黒穂病

○ 畑作物の生育時期の違い

眼紋病

コムギ縞萎縮病

左：発病 右：正常

雪腐病

資料：農林水産省穀物課調べ

単収・品質の安定化への課題（連作障害）

10



○ 湿害による影響 ○ 水田における排水対策の実施状況の推移

資料：農林水産省穀物課調べ

湿害により発芽不良
が発生した小麦ほ場

排水不良個所が枯れ熟れ
した小麦ほ場

営農排水対策を実施したほ場（左）と未実施ほ場（右）

資料：診断に基づく小麦・大麦の栽培改善技術導入支援マニュアル
（農研機構）

単収・品質向上のための技術対策

○ 湿害は麦の単収・品質の低下要因。湿害により生育不良、未熟穂等が発生し、麦の単収・品質に大きな影響を与えて
いる。

○ 多くの産地で排水対策が行われているが、依然として湿害に悩む産地は多い。基盤整備による排水対策に加え、各ほ場
の条件に応じて効果は高いが実施率が停滞している弾丸暗渠、心土破砕などの排水対策を行うことが重要となる。

11
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国産麦の自給率と消費量

○ 令和４年度における食料自給率は、小麦で15％、大麦で12％（重量ベース）。
○ １人当たりの年間消費量は、小麦で32～33kg、大麦（二条大麦、六条大麦、はだか麦）で0.2～0.4kgを安定的に推移。
○ 年間消費量の８～９割を外国産が占めている。

○ 小麦の自給率と消費量の推移

○ 大麦（二条大麦、六条大麦、はだか麦）の自給率と消費量の推移

資料：農林水産省「食料需給表」をもとに穀物課で作成。

（年度）

(年度)

（kg/人/年）

（kg/人/年）

国
産
切
替
え
の
可
能
性

(概算値)

(概算値)

12



国

産

使

用

割

合

日本麺 使用量 70万t
国産 40 万t（国産比率57％）

小 麦 使 用 量

（注）円の大きさは小麦の使用量を表している。

資料：令和５年度に実施した実需者ヒアリングをもとに農林水産省で作成(令和4年度玄麦ベース）。

使用量 236 万t
国産19万t（国産比率8％）パン

菓子

家庭用
小麦粉

中華麺

使用量 66 万t
国産11万t（国産比率16％）

使用量 100 万t
国産7万t（国産比率7％）

使用量 19 万t
国産3万t（国産比率18％）

その他※ 使用量 84万t
国産 15 万t（国産比率17％）

※バッター用、工業用、分離加工用、
グルタミン酸ソーダ用、飼料用等

米国産（HRW、DNS）並みの
品質の実現や供給量・価格の安
定により需要増が見込まれる

米国産（WW）並みの
品質の実現や供給量・
価格の安定により需要増
が見込まれる

供給量・価格の安定により
一定の需要増が見込まれる

新品種の開発によるカナダ産
（１CW）並みの品質の実
現や供給量・価格の安定に
より需要増が見込まれる

○ 小麦の用途は、①パン用、②中華麺用、③日本麺用、④菓子用の順に使用量が多い状況。
○ 国産小麦の使用割合は、日本麺用では６割程度を占めるが、その他の用途では１～２割の使用に留まっているところ。
○ 国産小麦の供給量・価格の安定や品質の向上が進めば、クッキー、ビスケット等の菓子用や中華麺用において需要が増加

する見込み（特にパン用については、新たな品種の開発が望まれる状況）。

国産小麦の用途別需要動向

13
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○ 直近10年間で、パン用・中華麺用小麦粉の国内使用量が堅調に伸びている。
○ 近年、品種改良が進み、実需者が求める品質に見合った小麦の生産が実現しつつあることから、パン・中華麺用小麦の

作付比率が上昇しており、国産麦の使用が進んでいる。

小麦の国産切替え

○ 麦製品の小麦粉使用量の推移

（千t）

○ パン・中華麺用小麦の作付比率の推移

H12 
北海道で春よ恋（春まき）導入

H14 
北海道でキタノカオリ（秋まき）導入
都府県でニシノカオリ、タマイズミ等導入

Ｈ15
都府県でミナミノカオリ導入

H23 
畑作物直接支払交付金
パン・中華麺用品種加算開始

H24
北海道でゆめちから（秋まき）
本格導入

資料：農林水産省穀物課調べ

○ 国産小麦を使用した商品

・ 国産小麦「ゆめちから」や「きたほなみ」を使用した
菓子パンと食パン。

・ 某全国チェーンの飲食店において、原料となる小麦粉を
100％国産に切り替えた餃子と麺類を提供。

資料：食品産業動態調査をもとに穀物課で作成

14

H20
福岡でラー麦導入
北海道でゆめちから導入



○ 小麦のタンパク含有率の振れ

○ 近年、実需者の求める外国産並みの品質を有する品種が開発され、実需者では外国産から国産小麦への切り替え
る機運が高まっている。

○ 他方で、国産小麦は年や地域によるタンパク質含有量（食感等に影響）の振れが大きい等の課題が存在しており、
品質の安定化が課題。

品質の安定化への課題（タンパク含有量の振れ）

○ 国産小麦と外国産小麦との品質比較（R１-R５年産）

15

製めん試験

合計食味なめらかさ粘弾性かたさ色

74.210.511.119.57.514.9オーストラリア産ASW

73.510.511.119.87.414.2きたほなみ・北海道産

72.010.511.119.77.013.2チクゴイズミ・佐賀県産

71.410.510.919.27.213.2つるぴかり・群馬県産

71.610.511.018.57.213.5きぬあかり・愛知県産

72.010.511.018.77.114.1さぬきの夢2009・香川県産

69.710.510.517.66.913.8さとのそら・茨城県産

資料：「国内産小麦の品質評価-令和５年産-」（令和６年６月 製粉協会技術委員会）
をもとに穀物課で作成

製パン試験

総合
評価食感体積焼色作業性吸水性

80.020.08.08.016.016.0カナダ産1CW

76.619.68.18.014.514.8春よ恋・北海道産

73.517.47.67.711.518.1ゆめちから・北海道産

資料：「国内産小麦の品質評価-令和５年産-」（令和６年６月 製粉協会技術委員会）
をもとに穀物課で作成

注：表中の数値はタンパク含有率の直近５年（R１～R５年産）平均値±標準偏差。

タンパク含有率の振れ銘柄

10.5 ％ ± 0.4％きたほなみ（北海道産）

日
本
麵
用

9.8 ％ ± 1.4％さとのそら（茨城県産）

10.0 ％ ± 0.4％シロガネコムギ（福岡県産）

8.9 ％ ± 0.7％チクゴイズミ（福岡県産）

9.5 ％ ± 0.6％きぬあかり（愛知県産）

8.9 ％ ± 0.4％つるぴかり（群馬県産）

9.6 ％ ± 0.4％ASW（豪州産）

12.7 ％ ± 0.4％春よ恋（北海道産）

パ
ン
用

13.7 ％ ± 0.6％ゆめちから（北海道産）

11.6 ％ ± 0.6％ミナミノカオリ（福岡県産）

13.8 ％ ± 0.3％1CW（カナダ産）

11.7 ％ ± 0.4％HRW(SH)（アメリカ産）

外国産に
引けを取ら
ない品質

外国産と
比較して

振れが大きい



小麦の新品種の事例

耐倒伏性、耐湿性に優れ、主に水田を
利用して栽培する東海地域に適する。
「農林61号」よりも2割程度多収で縞
萎縮病にも強い抵抗性がある。
やや低アミロースの品種であり、麵の
色は明るい黄色みを帯びる。ゆで麺の
食感に優れ、日本麺用としての適性が
高い。

きぬあかり 農林61号

温暖地向けのパン用小麦品種で、
従来品種（ミナミノカオリ、ニシ
ノカオリ）よりも2割以上多収で
穂発芽や赤かび病に強く、製パン
性にも優れている。

○ きぬあかり（H21育成）

○ せときらら（H25育成）

大麦の新品種の事例

従来品種「ニシノホシ」の縞萎縮病ウィルスに弱く、穂発芽
しやすいといった欠点を改善した二条大麦品種 。「ニシノホ
シ」と比べて、強い縞萎縮病抵抗性や耐倒伏性を有し、穂発
芽性も難。また、整粒収量は「ニシノホシ」の約３割も多く
、多収。精麦品質も良く、食用・焼酎用に適する。

従来品種「サチホゴールデン」と特性は同
等だが、ビール中の脂質を酸化させ、ダン
ボール臭と言われる不快臭の発生や泡持ち
の低下の原因となる脂質酸化酵素リポキシ
ゲナーゼを含まない二条大麦品種 。
このため、鮮度劣化しにくいビールの製造
が期待できる。

もち性の六条大麦品種で粘りがあるため、
食味が良い。健康機能性成分β－グルカン
の含有量も従来品種の1.5倍程度と多い。

○ はるか二条（H25育成）

○ ニューサチホゴールデン（H27育成)

○ ホワイトファイバー（H28育成）

○ 近年、優良な品種の開発・普及が進んだことにより、国産麦を使用した製品も増えつつある。
○ 更なる国産需要の拡大に向けて、栽培性や加工適性に優れた品種の開発・普及を進める必要がある。

○ ゆめちから（H20育成）

北海道向け秋まきの強力小麦品種
で、縞萎縮病、赤さび病などの耐
病性、耐倒伏性にも優れている。
従来の春まきのパン・中華麺用品
種と比べて収量も高く、日本麺用
の中力小麦とブレンドすることで
優れた製パン適性を示す。

縞萎縮病発生ほ場

ゆめちから従来品種

注：括弧内の育成年は出願公表を行った年
注：括弧内の育成年は

出願公表を行った年

小麦・大麦の品種の開発・普及
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ミナミノカオリ せときらら 1CW

（近中四農研（現西日本農研）
2011年産）
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作付
比率作付面積育成

年次小麦

39.8 90,355 H19きたほなみ
7.2 20,458 H20ゆめちから
9.0 16,308 S49シロガネコムギ
7.2 15,113 H11春よ恋
6.6 15,054 H21さとのそら
5.6 12,635 H6チクゴイズミ
3.0 6,810 H12あやひかり
2.2 5,035 H21きぬあかり
2.0 4,483 H16ミナミノカオリ
1.1 2,454 H15ゆきちから

83.0 188,704 上位10品種計
100.0 227,300 作付面積

○ 小麦栽培において、平成20年以降に育成された品種の導入が進んでおり、令和３年産の小麦作付面積の約２割を
新品種が占めている。

○ 実需者が求める数量・品質等の実現に向けて、新品種の導入を進めることが重要。

〇 小麦の品種別作付面積（上位10品種）

作付
比率作付面積育成

年次小麦

46.3 96,373 H7ホクシン
14.4 29,968 S19農林61号
8.7 18,058 S49シロガネコムギ
5.4 11,207 H6チクゴイズミ
3.3 6,888 H19きたほなみ
3.1 6,500 H11春よ恋
2.1 4,282 H11イワイノダイチ
1.4 2,853 H11ニシノカオリ
1.2 2,552 S26ナンブコムギ
1.1 2,242 S61シラネコムギ

86.9 180,923 上位10品種計
100.0 208,300 作付面積

○ 小麦の新品種の作付割合

平成21年 令和４年

資料：農林水産省穀物課調べ
注：赤字は平成20年以降に開発された品種

生産拡大に向けた品種転換

作付面積 新品種割合（万ha）

資料：農林水産省穀物課調べ
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麦の国産化に向けた課題

日本向けに品質の良い麦を
安定的に輸出

輸入相手国
（USA、CAN、AUSなど）

小麦の国内消費量の８割
は外国産が占める。

国内需要の８割を占める外国産のシェアを奪うことが重要！

これまでは・・・
国産小麦は輸入麦に混ぜて使用されることが主流。

近年は・・・
「きたほなみ」や「春よ恋」などの外国産と比較して引けをとらない品質の品種が育成され、国産小麦のみで
の商品化が可能となった。

８割

国産化を更に進めるためには・・・
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○ 国産小麦は、品種、銘柄別の出荷となっていることや天候や生産規模などの違いにより、ブレンドにより品質を確保している輸入小麦
と比べると、品質や供給量に年産変動があり、製粉企業や食品企業などの実需者が、輸入小麦から国産小麦に切り替える際の課題
となっている。

○ 一方で、国産小麦の品質については、生産技術や品種開発等により向上しており、近年、生産技術の向上や品種改良が進んだこと
から、実需者が求める品質に見合った小麦の生産が実現しつつある。

○ 今後は、さらなる品質・収量向上のため効果的な営農技術の導入、産地における品質の把握、ストック機能の強化、実需から求
められる品種の導入など、引き続き、品質・供給量の安定化のための対策を総合的に推進。

麦の国産化に向けた現状と対策

実需者（製粉企業、食品メーカー等）

供給量、品質及び価格が、年産、産地によってば
らつきがあることに問題意識を持っている

供給量や求められる品質については、用途や実需
者によって様々であるため、対応が難しい

産地

＜安定的な供給量・品質の確保＞
○効果的な営農技術の導入

排水対策技術の導入や作付けの団地化等により安定供給体制を構築するとともに、用途に応じた適期追肥の実施など、品質
向上・収量安定のための効果的な営農技術の導入を進める。

○産地における品質の把握
品質の向上のため、集荷の際に水分率やタンパク質含有率などの品質に係る数値の計測が重要。産地において品質を把握し、

データに基づいた肥培管理を行うこと等により高品質な小麦生産を実現する。
○調整保管機能の強化

安定供給のため、豊作時にストックし不作時に供給するなど、豊凶変動に備えた調整機能を有する保管施設の整備等を進める。
○需要の多い品種の導入

国内育成品種は小麦だけでも70種類以上あり、需要とのバランスから過剰供給となる場合もあることから、導入品種の選定を行
う場合には、実需との対話など行いながら進める。

産地における取組の方向性
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＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞
１．国産小麦・大豆供給力強化総合対策
① 生産対策（麦・大豆生産技術向上事業） 47（90）百万円

【令和５年度補正予算】4,500百万円
麦・大豆の増産を目指す産地に対し、水田・畑地を問わず、作付けの団地化、

ブロックローテーション、営農技術の導入等を支援します。
② 流通対策 ３（ー）百万円

【令和５年度補正予算】430百万円
ア 麦・大豆供給円滑化推進事業

国産麦・大豆を一定期間保管することで、安定供給を図る取組を支援します。
イ 新たな麦・大豆流通モデルづくり事業

麦・大豆の流通構造の転換に向けた新たな流通モデルづくりを支援します。
③ 消費対策（麦・大豆利用拡大事業） 【令和５年度補正予算】70百万円

国産麦・大豆の利用拡大に取り組む食品製造事業者等に対し、新商品開発や
マッチング等を支援します。

２．産地生産基盤パワーアップ事業のうち国産シェア拡大対策（麦・大豆）
【令和５年度補正予算】8,000百万円

国産麦・大豆の取扱数量を増加させる取組を推進するため、増産に資する農業機
械や乾燥調製施設の導入、不作時にも安定供給するためのストックセンターの整備、
国産麦・大豆の利用拡大に向けた食品加工施設の整備等を支援します。

【令和６年度予算額 50（90）百万円】

＜対策のポイント＞
産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーションや営農技術・機械の導入等による生産性向上や増産を支援するとともに、国産

麦・大豆の安定供給に向けたストックセンターの整備や民間主体の一定期間の保管、新たな流通モデルづくり、更なる利用拡大に向けた新商品開発等を支援します。

＜事業目標＞［平成30年度→令和12年度まで］
○ 小麦生産量の増加（76万t→108万t） ○ 大麦・はだか麦生産量の増加（17万t→23万t） ○ 大豆生産量の増加（21万t→34万t）

＜事業の流れ＞

１．生産対策

営農技術の導入
（定額）

農業機械の導入
（1/2以内）

・ ストックセンターの整備（1/2以内）
・ 一定期間の保管（定額、1/2以内）

・ 新商品の開発（定額、1/2以内）
・ 加工設備・施設の導入（1/2以内）

国

民間団体

都道府県 生産者団体等
（都道府県、市町村を含む）

民間団体等
(コンソーシアム及び
民間企業を含む)

交付、1/2 （１①、１②ア（大豆）の事業）定額、1/2

定額、1/2

定額

定額、1/2

（１②ア（麦）の事業）

（１②イの事業）

（１③の事業）

２．流通対策 ３．消費対策

麦・大豆の国産化を一層推進

乾燥調製施設の整備
（1/2以内）

（２の事業）

小麦・大豆の国産化の推進

［お問い合わせ先］
（１①、１②ア（大豆）、１②イ、１③（大豆）、２の事業）農産局穀物課 （03-6744-2108）
（１②ア（麦）、１③（麦）の事業） 貿易業務課（03-6744-9531）

定額

（令和５年度補正予算額 13,000百万円）
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